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１．はじめに  

サステイナブルな都市の実現には，CO2の削減が重要で

あり，全国のどの地域においても取り組むべき課題であ

る。しかし，その方法はそれぞれの生活圏における都市

構造のあり方により異なってくると考えられ，各地域の

特性に応じて実効ある政策として企画・構築していくた

めには，まず対象となる地域内でCO2の排出構造を明らか

にすることが不可欠である。 

そこで，本研究では，中心部における自動車による交

通渋滞が顕在化している大分市（図 1）を対象として，町

丁目単位において通勤により排出される CO2 量の推計及

び分析を行う。 
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図１ 分析対象地と分析対象外地域 

 
２．利用交通手段の実態把握 

２．１ 交通手段別分担率の算出方法  

 
  Ai,j ＝     ×100             (1) 
 
    i ：地域  j ：交通手段 
    A ：分担率（％） P ：通勤人口（人） 
 

２．２ 算出結果 
図２より，大分駅周辺地域の徒歩のみ分担率は 30％を
超えており，ジャスコ光吉店，パークプレイス大分等の
商業施設が立地している地域においても 20％を超え，比
較的高い値を示している。一方，自家用車の分担率は中
心部から同心円状に高くなり，ほとんどの地域で 50％を
超えている。また，鉄道分担率は鉄道駅周辺の地域，バ
ス分担率は中心部から少し離れた地域で高くなっている。 
 
３．通勤により排出されるＣＯ２量の推計  

３．１ 通勤における起点及び従業地の仮定 
本研究では，住居系建物の重心を通勤における起点と

し、全ての地域の従業者が大分駅に通勤すると仮定する。 

３．２ 使用データ及び推計式  

分析は，平成18年度の大分市基礎調査に基づく，住居

系建物，道路，鉄道駅，バス停留所のデータを用い，

ESRI社製ArcGISにより行う。なお，距離については，
Network Analystツールを利用して，住居系建物の重心から
大分駅，最寄鉄道駅，最寄バス停留所までの道路距離を

それぞれ算出し地域ごとに平均する。  

CO2 排出量の推計は，式(2)において行う。ここで，交
通手段別通勤人口を平成 12 年度国勢調査より，原単位
（表 1）を平成 14 年度国土交通白書より把握する。 
 
 
  Ci ＝                                     (2) 
 

i  :地域      j  :交通手段 
C :CO2排出量（g-CO2/人・km） 

    P  :通勤人口（人） 
U  :原単位（g-CO2/人・km） 

    D  :距離（km） 
 
３．３ 推計結果  

図３より，中心部に近い地域，鉄道駅に近い地域にお

いてCO2排出量が少ないことが読み取れる。これは，中心

部に近い地域は，徒歩のみ分担率が高く，自家用車分担

率が低いこと，鉄道駅に近い地域は，鉄道分担率が高い

ことが影響していると考えられる。  
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４．まとめ  

本稿では大分市を対象に，地域ごとに総通勤人口に対

する交通手段別通勤人口の割合により通勤における利用

交通手段の分担率を算出した。これにより大分駅周辺地

域と大型商業施設の周辺に徒歩のみ分担率が高く，自家

用車の分担率は中心部から同心円状に高くなり，ほとん

どの地域で50％を超えていることがわかった。したがっ

て郊外部では自家用車に過度に依存していると考えられ

る。また，地域ごとにCO2排出量の推計を行った。徒歩分

担率が高く，自家用車の分担率が低い中心部周辺の地域

ではCO2排出量が比較的少ないと読み取ることができた。 
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表１ ＣＯ2排出量原単位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 利用交通手段別分担率 

バス分担率（％） 自家用車分担率（％） 

図３ 通勤人口１人１km 当たりＣＯ2排出量 

徒歩のみ分担率（％） 鉄道分担率（％） 

乗合 貸切 普通 軽 営業用 自二 原付

414 92 31

バス 乗用車 オートバイ

0 0 17 94 32 188 152
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